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「諸法令の存続J (1945 ・ 11 ・ 2) によって，又大韓民国政府の樹立後では憲法 (1948 ・ 7 ・ 17) 第
100 条を根拠として，植民地時代の法令がそれぞれ合法的な法令として有効とされた。しかし，民法
の親族・相続関係中一部(例えば軍政命令第 122 号「朝鮮姓名復旧令 J 1946 ・ 10 ・ 23 )が無効化し
たことは，継受の領域の中で家族法分野が独自性を持ったことを物語っている。
事実上大韓民国の現行法体系が独立し，発展しはじめたのは， 1960年初以降であろう。しかし，そ

































まず第三章においては，環境権を取り上げる。この環境権は， 1980年10月 27 日の大韓民国の第 8 次
憲法改正の際に国民の基本的な権利のーっとして第33条に規定された。この環境権の概念を掘り下げ






















第四章においては，今一つの「先行的継受」の例を示す環境影響評価制度(以下“ E ・ A" と表示
する)を検討する。その場合，まず第一節にわいて， E. Aの法モデルとでもいうべきアメリカの国
家環境政策法(The National Environmental Policy At of 1969，以下“NEPA" と表示する)の
検討を行なう。そして，その解説を CEQ( Council on Environmental Quality) のガイド・ラインを
中心に述べ，又NEPAの現実的な法律としての性格を見るために，若干の判例をも検討する。つぎに
第二節においては，アメリカの NEPA の紹介からはじまった日本にわける E.A論を検討し， まず








第四章で得られた結論は，アメリカにわける E ・ Aは政策科学のーっとして T . A( Technology 
Assessment) を環境問題に適用した局面として生成されたものであるが，日本では公害・環境問題の
対応策として提唱されたものに変化し，それが大韓民国の論理及び制度にも殆んどそのまま継受された
といえることである。もう一点は，アメリカにおける NEPA が手続法として 既存法秩序に異質的
なものではないといえることである。これに対して，日本における手続法は既存の法体系がいわゆる
大陸法から強く影響されたことによって異質性を示しており このことはまた大韓民国においても同





















第 2 に，このような問題の分析過程において，改正憲法第33条の環境権規定および環境保全法第 5
条等の環境影響評価制度について一つの継受の型を見出し，それを「先行的継受」と命名して検討し
ているが，この点は法継受の分野にわける一つの問題提起と評価される。
第 3 に，環境法自体の研究であるが そこでは比較法的検討方法が，とくに研究の中心をなす環境










べき点があり，また， 1500枚( 200 字詰)を超える本論文を通して外国法としての日本法に真塾に取
り組んだ努力の跡がみとめられる。さらに筆者は，環境法に関して，とりわけ日本の環境法について，
自国において専門家としての活躍が期待されるのであって，本論文にわいて取り上げられた基本的で
且つ極めて大きな問題の掘り下げは，筆者の将来の課題として要請したい。したがって，筆者は，今
後自国において「専攻分野について研究者として自立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力及
びその基礎となる豊かな学識を有する」ものと認められる。
以上に鑑み，審査委員の一致した結論として，筆者には，法学研究科博士課程の修了者として博士
の学位を授与されるに値する資格があるものと判定する。
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